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ー 

(312) 

理事長 

理事*1 

理事*2 

監事 

経営企画部 
(17)

開発本部 
(120)

開発第一部 
(56)

開発第二部 
(55) 

事業化支援本部 

(98)

経営企画室 (7) 
経営戦略/事業計画・進行管理/予算計画/
機器整備計画/事業評価/年度計画/中期計画

開発企画室 (7) 

経営情報室 (4) 

情報技術グループ (10) 

機械技術グループ (16) 

電子半導体技術グループ (17) 

表面技術グループ (11) 

光音技術グループ (12) 

材料技術グループ (16) 

技術経営支援室 (12) 

バイオ応用技術グループ（16)

環境技術グループ (11) 

城東支所 (13) 

高度分析開発セクター (7) 

情報システム戦略/情報システム管理/  
情報セキュリティ 

広報戦略/プレス対応/展示会/刊行物/
見学/図書室 

研究戦略・計画・管理/基盤研究/共同研究/
外部資金導入研究/知財戦略・管理 

制御システム/情報通信/信号処理 

高周波半導体/MEMS 半導体/電気応用/高電圧

メカトロニクス/熱エネルギー加工/  
金属加工 

音波・音響機器/音響材料/超音波/
光波・赤外線/照明 

表面改質/塗装/めっき 

有機材料/無機材料/材料分析 

環境対策/住環境/資源リサイクル 

バイオ応用・評価/放射線応用計測 

総合支援窓口/東京イノベーションハブ/
輸出製品技術支援センター/ 
製品開発支援ラボ/技術セミナー・講習会

化学計測/精密測定/製品開発支援 

インダストリアルデザイン/製品設計・
試作支援 

環境試験/電気・温度試験/製品・    
材料強度試験 

機械/電子・電気/化学/デザイン/高速造形

製品開発支援ラボ/産学公連携/普及事業

繊維サイト/繊維評価/繊維材料/環境化学

都市の安全・安心を支える環境浄化技術開発地域結集事業推進室（2) 

システムデザインセクター（11)

実証試験セクター (13) 

墨田支所 (2) 

生活技術（生活関連製品/繊維製品）

城南支所 (19) 

総合支援課 (11) 

化学/非破壊・電気・磁気/機械/
ナノテクノロジーセンター 

電子・機械グループ (17) 

繊維・化学グループ (18) 

総務部 
(30) 

多摩テクノプラザ 
(47) 

EMC サイト/電磁波測定/機械設計/
高速造形/電子回路設計 

庶務/人事/採用/給与/福利厚生 

環境安全管理室 (8) 

財務会計課 (10) 

総務課 (10) 

施設管理/薬品管理/放射線安全管理/
環境マネジメント/省エネルギー対策 

予算/決算/契約/出納 

注 1：（   ）内の数字は職員数。ワイドキャリア（12 日型、時間型）を含む。（平成 26 年 3 月 31 日現在） 
   
注 2：理事＊1 は事業化支援本部長および地域技術支援部長を兼務。理事*2 は開発本部長を兼務。

   経営企画部長は経営情報室長を、開発第一部長は情報技術グループ長を、技術開発支援部長は技術経営支援室長を、墨田支所長

は生活技術開発セクター長をそれぞれ兼務。 
   

広報室 (5) 

生活技術開発セクター (13)

交流連携室 (7) 

墨田支所および生活技術開発セクターに係
る服務/給与/成績証明書・報告書の発行・
管理/施設取締・利用調整 

産学公連携/異業種交流/技術審査/
品質保証推進センター 

地域技術支援部 
(47) 

技術開発支援部 
(44) 
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